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令和３年版
労働経済の分析

─新型コロナウイルス感染症が雇用・労働に及ぼした影響─
➡７月２７日



テレワーク
•調査時点までにテレワークの活用経験がある企業：40.4％
•調査時点でも継続している企業：74.6％
➡テレワーク活用経験企業のうち、 2020年２−５月の間にテレ
ワークを開始した企業は76.5％
➡大半の企業が感染拡大を機にテレワークを開始
業種別
• 情報通信業：91.9％
• 学術研究，専門・技術サービス業：68.4％
• 金融業，保険業：46.3％
規模別
➡企業規模が大きいほどテレワークの活用経験企業の割合が高い。



テレワーク
•調査時点までにテレワークの経験がある労働者：29.0％
•調査時点でも継続している労働者：60.9％
➡テレワーク経験労働者のうち、2020年３−５月の間にテレワー
クを開始した者72.0％
➡半数以上の労働者が感染拡大を機にテレワークを開始
➡企業規模が大きいほど、テレワークを経験労働者の割合が高い。

➡雇用形態別
正社員：35.9％
非正社員：14.0％

業種別
•情報通信業：73.7％
•金融業，保険業：49.7％



テレワークの目的
•「新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応」と回答した割
合が最も高い

•調査時点でもテレワークを実施している企業の方が
「ワーク・ライフ・バランスの向上」
「通勤負担の軽減」
「通勤者のゆとりと健康生活」
などの割合が高い。



テレワークを導入・実施していない理由
１位：できる業務が限られている：68.1％
２位：情報セキュリティの確保が難しい：20.5％
➡対面でのコミュニケーションや現場での業務が主となる仕事に
おいてはテレワークが定着しにくかった



テレワーク活用のメリット等
労働者はテレワークの活用により
１．ワーク・ライフ・バランスの向上
２．業務の生産性向上
などの面でメリットを感じる

半数以上の労働者が今後もテレワークを活用・継続したいと考えて
いる
➡調査時点でもテレワークを実施している者では約9割が継続希望
➡調査時点ではテレワークを実施していない者でも、約半数がテレ
ワークを活用してみたいと回答。



就業者・雇用者の動向（抄）
• 2020年には感染拡大の影響により雇用情勢は弱い動き
•就業者数は48万人減の6,676万人と８年ぶりに減少
•雇用者数は31万人減の5,973万人と11年ぶりの減少
•完全失業者数は 29万人増加の191万人と11年ぶりの増
•休業者数は80万人増の256万人と比較可能な1968年以降最多か
つ増加幅も比較可能な1969年以降最大。

•労働力人口が18万人減の6,868万人と８年ぶりに減少
•非労働力人口が７万人増の4,204万人と8年ぶりの増加



就業者・雇用者の動向（抄）
• 2014年以降2019年にかけての全体（男女計）
正規雇用労働者：幅広い年齢層で上昇
非正規雇用労働者：主に60歳以上の年齢層で上昇
• 男性
正規雇用労働者：70歳未満の全ての年齢層で上昇
非正規雇用労働者：「15～24歳」及び60歳以上の年齢層で上昇
• 女性
正規雇用労働者：65歳未満の全ての年齢層で上昇
非正規雇用労働者：「25～34歳」を除く年齢層で上昇

➡2020年：全体（男女計）
正規雇用労働者：大半の年齢層で上昇
非正規雇用労働者：幅広い年齢層で低下



就業者・雇用者の動向（抄）
•感染拡大の影響がみられた2020年も正規雇用労働者数増加
•「非正規雇用から正規雇用へ転換した者」と「正規雇用から非
正規雇用へ転換した者」の差
➡2013年以降2019年まで年平均でプラス、正規雇用労働者需要
が底堅い
• 2020年も「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，
娯楽業」を除く産業分野において、「正社員等採用・正社員以
外から正社員への登用の増加」を行った事業所の割合が「臨時、
パートタイムの増加」を行った事業所の割合を上回り、正社員
登用にある程度積極的な姿勢を保っている



就業者・雇用者の動向（抄）
• 2019年まで女性や高齢者等を中心に労働参加が進んだが、
2020年には労働力率低下の動き

• 2019年まで正規雇用労働者、非正規雇用労働者ともに増加傾向
にあったが、2020年には正規雇用労働者が増加を続ける中で非
正規雇用労働者が女性を中心に大きく減少

•年齢階級別の非正規雇用労働者は2020年に低下





OFF-JTと自己啓発
•ＯＦＦ−ＪＴまたは自己啓発支援に支出した企業は 49.7%
•ＯＦＦ−ＪＴにのみ費用を支出した企業は 25.1%
•自己啓発支援にのみ支出した企業は 4.4%
•どちらにも支出していない企業は50.1%
➡半数の企業が、OFF-JT、自己啓発支援をしていない。

•正社員または正社員以外にＯＦＦ−ＪＴ実施事業所：69.8%
•実施したＯＦＦ−ＪＴの教育訓練機関の種類：正社員、正社員
以外ともに「自社」が最高。



OFF-JTと自己啓発・計画的なOJT

•ＯＦＦ−ＪＴ支出費用の労働者一人当たり平均額は0.7万円
➡前回に比べ減少。
•自己啓発支援に支出費用の労働者一人当たり平均額は0.3万円
➡平成30年度調査以降、横ばい。

•正社員または正社員以外に計画的なＯＪＴ実施事業所：59.4%



労働者（管理職を除く正社員）に求める
能力・スキル

• 50歳未満
•「チームワーク、協調性・周囲との協働力」（52.8％）
•「職種に特有の実践的スキル」（37.1％）

• 50歳以上
•「マネジメント能力・リーダーシップ」（54.6％）
•「課題解決スキル（分析・思考・創造力等）」（38.2％）



労働者（正社員以外）に求める能力・スキル

•「チームワーク、協調性・周囲との協働力」（53.6％）
•「職種に特有の実践的スキル」（33.1％）
➡「和をもって貴し」＆「ジョブ型雇用」



事業内職業能力開発計画の作成状況

•すべての事業所において作成しているとする企業： 14.9%
•一部の事業所においては作成しているとする企業： 7.2%
➡合計しても全体の４分の１に満たない。
➡当然「いずれの事業所においても作成していない」とした企業
が 77.8%

➡事業内計画作成企業の割合が最も高いのは、「情報通信業」
（48.4%）であり、唯一４割超



職業能力開発推進者の選任状況

•すべての事業所において選任しているとする企業： 10.8%
•一部の事業所においては選任しているとする企業： 8.0%
➡合計しても全体の５分の１に満たない。
➡当然「いずれの事業所においても作成していない」とした企業
が 81.1%

➡事業内計画作成企業の割合が最も高いのは、「情報通信業」
（41.0%）であり、唯一４割超



教育訓練休暇制度の導入状況

•導入している企業：8.8%、
•導入していないし、導入する予定はないとする企業：82.3%。



能力開発や人材育成に関する問題点

•能力開発や人材育成に関して問題があるとする事業所：74.9%
➡４分の３以上で、能力開発・人材育成に関する問題がある

内訳
•指導する人材が不足している：54.9%
•人材育成を行う時間がない：49.4%
•人材を育成しても辞めてしまう：42.6%



キャリアコンサルティングを行うしくみ
の導入状況
•正社員または正社員以外に対してキャリアコンサルティングを
行うしくみ導入事業所：38.1%

内訳
•正社員、正社員以外どちらもある：22.5%
•正社員のみある：15.1%
•正社員以外のみある：0.5%

•キャリアコンサルティングを行うしくみがない事業所： 61.4%



キャリアコンサルティングを行うしくみ
の導入状況
産業別（正社員）
•金融業，保険業：80.8%
•複合サービス事業：79.0%

実施時期
１位：労働者から求めがあった時に実施する
２位：１年に１回、３年に１回など、定期的に実施する
３位：人事評価のタイミングに合わせて実施する



キャリアコンサルティングを行う
目的・効果

目的
•自己啓発を促す：正社員71.1%
•仕事に対する意識を高め、職場の活性化を図る：正社員69.1%

効果
•仕事への意欲が高まった：正社員52.4%
•自己啓発する労働者が増えた：正社員36.7%



キャリアコンサルティングを行う上での
問題点

１位：キャリア相談を行っても、その効果が見えにくい
２位：労働者がキャリア相談をする時間を確保することが難しい
３位：労働者からのキャリアに関する相談件数が少ない



キャリアコンサルティングを行っていない
理由

１位：労働者からの希望がない
２位：相談を受けられる人材の育成が困難
３位：外部調達コストが高い
４位：労働者がキャリア相談する時間が確保できない







キャリア類型





企業におけるジョブ・カード活用
６カテゴリ

①自己理解の促進
②キャリアコンサルティングの円滑化
③キャリア・プランニング
④モチベーション向上
⑤能力開発・人材育成
⑥組織との関係性向上



企業におけるジョブ・カード活用

•企業にジョブ・カードを導入するには、経営者及び対象従業員にそ
の用途や意味についての丁寧な説明をしたり、キャリア形成や記入
方法についてのガイダンスを実施するなど、十分な説明やガイダン
スをする必要性が示された。

•企業におけるジョブ・カードの活用方法は単なる職業の棚卸し以上
のものがあり、特に「組織との関係性向上」のための組織への
フィードバック・ツールとしての活用が認められた点は新たな可能
性が示唆される。



企業におけるジョブ・カード活用

1. 企業領域でキャリアコンサルティングの導入が進み始め、現在、多くの先進
的な企業の試行錯誤の中から、企業でキャリアコンサルティングをより効果
的に進めるために必要となるコンピテンシー（知識・技能、態度）が明確に
なりつつあることが示された。

2. カウンセリングスキルの向上を中心課題としつつ、ジョブ・カードの活用や、
セルフ・キャリアドックの導入を推進することが、多様なスキルを併せ持つ
キャリアコンサルタントの育成に繋がることが示された。

3. 経験の浅いキャリアコンサルタントが熟練のキャリアコンサルタントと協働
することで、カウンセリングスキル以外のスキル習得に資する振り返りの視
点を得ていた。



企業におけるジョブ・カード活用



キャリア課題の外在化
クライエント自身が潜在的にもつキャリア意識をクライエントの外に表出し、可視化する過程

• キャリア課題の外在化の難しさとして、キャリアについて話すことがない、
キャリアの話は会社に言いにくいという認識があるなど、外在化機会がない
ことや抵抗感の存在が明らかになった。

• 外在化以前にキャリア意識をもつ段階にも困難さがあることが確認され、
キャリア課題の外在化は発達的な段階を経ていることが想定された。

• キャリア課題の外在化の個人にとっての効果は、目標が明確になる、納得感
が高まり不満が減る、より深いキャリア意識を持つなどだった。

• 他者や組織にとっての効果は、従業員と経営者の相互作用によるキャリア意
識の高まり、組織の活性化、企業と従業員の相互理解の深まりだった



ジョブ・カード検討
ジョブ・カードについて、キャリアコンサルティング、セルフ・キャリアドック等の各種キャリア形成
支援施策との関わりで検討した結果、

• ジョブ・カードとキャリアコンサルティングは密接な関係があり、話をする
きっかけになる、関係構築に負担がかからない、相談のプロセス全体をコン
トロールしやすいなど、両者を組み合わせることが効果的である

• ジョブ・カードは一定の様式が公的な施策として準備されている点もさるこ
とながら、自己理解を深め、キャリア・プランニングを行い得る点で有効活
用でき、共通フォーマットとして様々なコミュニケーションのツールとなる

• セルフ・キャリアドックを通じてキャリアコンサルタントと企業との関わり
が進展している

• 助成金によって結びついている面はあるが、助成金の要件改訂後も一定程度
は継続されている場合があり、ある程度まで所期の目的を達成している。
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